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1　分析の視点
　今日，ECにおける会社会計制度の調和化一EC会計基準の形成は，特に
域内における会社の利害関係者（出資者および第三者）を保護するために，各加
盟国の会社法の保護規定を同質化することを規定したEEC条約（いわゆる・一
マ条約）第54条第3項9号にもとついて発布された，「会社法に関する理事会指
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）令」に従って進められているが，現在までに公表された確定指令および指令草
案のうち，会計に関するものを列挙すると，次のとおりであるω。
　第1号指令「重要文書，特に財務諸表の開示，会社が負う義務の効力および
　　資本会社の無効」（1964年2月21日理事会付託，1966年10月7日修正草案，1968
　　年3月9日採択）
　第2号指令「株式会社の設立，資本維持，資本の増加および資本の減少」
　　（1968年3月9日理事会付託，1972年3月9目および同11月7日修正草案，1976年
　　12月3日採択）
　第4号指令「一定の会社形態の財務諸表」（1971年11月11日理事会付託，1974年
　　2月21目修正草案，1978年7月25日採択）
　第5号指令「株式会社の構造ならびにその諸機関の権利および義務」（1972年
　　10月9日理事会付託）
　第7号指令「連結財務諸表」（1976年5月4日理事会付託，1978年12月12日修正草
　　案，1983年6月13日採択）
　第8号指令「法定監査人の資格要件」（1978年4月24日理事会付託，1984年4月
　　10目採択）
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（注）　「指令」（directive）とは，　EECの一定の目的を達成するために，加盟国の現行
諸法規の調和化を目的として加盟国宛に発せられる措置であって，達成されるべき結
果については加盟国を拘束するが，その履行の形式および手段については国内機関の
権限に委ねられるものをいう（EEC条約第189条）。指令は，理事会がこれを採択し，
加盟国に通告することにより発効する（同条約191条）。
　なお，これらの指令および指令草案のように，各加盟国の現行会社法の調整
を目的とした措置とは別個に，ECレベルでの統一的な法形態を有する「ヨー
ロッパ会社」（S・cietas　Europea－‘‘SE”）の設立を前提として，新しい統一会社法
の形成を目的とした「ヨーロッパ会社法草案」（1970年6月30日原始草案〔2｝，1975
年5月31日修正草案（3））がある。
　以上に掲げた指令および指令草案のうち，EC会計基準形成のうえで特に重
要な意義を有するのは，個別財務諸表に関する第4号指令と連結財務諸表に関
する第7号指令である。これら2つの指令は，EC域内における一定の会社（資
本会社ないし物的会社を指し，通常は，株式会社，株式合資会社および有限会社などの
法形態を含む）に，出資者および第三者の保護のために・十分にしてかつ比較
可能な会計情報（個別財務諸表・連結財務諸表）を作成・公表させることを目的と
して，加盟国の間で異なる会計規定の調和化をはかることを意図したものであ
る。本稿では，この両指令のうち，特に基礎的な会計基準としての性格を有す
る第4号指令を考察の対象として取り上げる。
　ところで，第4号指令による会社会計の調和化問題を検討するにあたり，特
に注目すべきことは，それには，従来，ヨーロヅパ諸国の企業会計制度の基底
　　　　　　　　　　　　　　　　（　　にみられた2つの異質的な会計体系一フランコ・ジャーマン型会計ないし大
陸型会計（C。ntinental　acc・unting）とアングロ・サクソン型会計ないし英米型
会計（Anglo・Saxan　accounting）一が1つの会計制度に統合ないし融合されると
いう側面が内包されているという点である。元来，大陸型会計は，法規制に関
しては，成文法主義ないし規制主義の基礎のうえに形成され，また会計思考に
関しては，債権老保護目的から資本維持を前提とした配当可能利益計算を重視
して，財産法的思考に立脚しているのに対して，英米型会計は，法規制に関し
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ては，慣習法主義の土台のうえに形成され，また会計思考に関しては，一般株
主ないし投資家保護目的から費用・取益の対応による収益力の計算と開示を重
視して，損益法的思考に立脚しているのであり，その意味で，この2つのタイ
プの会計は対照的な性格をもつものと解されるのである。
　本稿では，この点に着目して，特にこの2つの異質的な会計体系がいかに調
整ないし統合されているかという視点から，EC第4号指令の内容を考察し，
それが目指す会計調和化の方向と問題点を究明しようと試みるωg
（注）　大陸型会計と英米型会計の主要な相違として，（1）法規制上の相違と②会計思考
上の相違の2点を指摘することができる。
　（1）大陸型会計は，ローマ法の流れを汲む成文法主義ないし大陸法システムの土台
のうえに形成され，会計処理と表示の両面にわたって詳細な規定を設けるといういわ
ぽ規制的アプロ　一一チ（prescriptive　approach）にもとついているが，一方，英米型会
計は，コモン・ロー・システムの基盤のうえに形成され，会計の一般的事項について
限られた数の規定を設けているだけで，明文規定の空白は主に判例法（case　law）によ
って補充するという形をとっている。
　（2）大陸型会計は，伝統的に，債権者保護を目的として，資本維持を前提とした配
当可能利益の計算（財産法思考）を重視してきたのに対して，英米型会計は，一般株
主ないし投資家保護を目的として，費用・収益の対応による企業の収益力の計算と開
示（損益法的思考）を主要な課題としている。
　なお，これらの主要な相違から，この2つのタイプの会計の間には，適正表示（fair
presentation）に対する重要性の相違，保守主義尊重の度合いの違い，会計に対する税
　　　　　　　　　　　　　　　　　｛5）法の影響の相違などが派生するといわれる。
（1）これらの理事会指令のうち，第1号指令から第4号指令は，山口幸五郎編rEC会
　社法指令』（1984年）で訳出されている。
（2）この1970年会社法原始草案の会計規定を訳出したものに，拙稿「『ヨーロッパ株式
　会社法草案』の計算規定について（→～（四）」会計103巻3号（1973年9月号）～104巻6
　号（1973年12月号）がある。
（3）この1975年会社法修正草案の全体を訳出したものに，法務大臣官房司法法制調査
　部訳『ヨーロッパ会社法案』（1980年）がある。
（4）この第4号確定指令について，筆者は，これまでに次の論稿を発表している。
　①　rECにおける会計基準の形成（→（⇒」会計115巻1号（1978年1月号）および2号
　（同2月号）
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　②rECにおける会社会計の調和化」企業会計34巻2号（1982年2月号）
　③rECにおける会社会計の調和化と各国の制度的動向」産業経営研究4号（1983
　年）
　本稿は，これらのうち，特に③を発展的に展開しようと試みたものである。
⑤　この問題については，次の文献を参照。
　①Anita　I．　Tyra；“Financial　Disclosure　Patterns　in　Four　European　Countries”，
　The　International　Journal　of　Accounting，　Education　and　Research，　Vol・5，　No・
　2，　Spring　1970．
　②Alan　Geddes；“Uniform　Accounting　in　Europe～”，　The　Accountant，　June
　22nd　1972．
　③C．W．　Nobes；“Harmonization　of　Accounting　within　the　European　Commu・
　nities：The　Fourth　Directive　on　Company　Law”，　The　lnternational　J碗rπαZ《’f
　Accounting，　Education　and　Research，　VoL　15，　No．2，　Spring　1980．
　④・エP．Grenside；“British　Companies　and　the　Harmonization　of　EEC　Laws”，
　The　Aocountanち　January　4th，王973．
　⑤EG．　Bartholomew；“The　EEC，　Company　Law　and　Accountants”，　The
　Accountant’s　Magazine，　VoL　77，　No．806，　August　1973．
　⑥拙稿「フランス会計制度の特質一西ドイツ会計制度との比較において」番場嘉
　一郎監修tt『フランス会計論一プラン・コンタブル研究』所収，1982年，67頁以下。
H　第4号指令の目的と規制方法
　　1．　第4号指令の目的
　さて，第4号指令を含む，会社法に関する一連の理事会指令は，EEC設立
の主要な目的の1つである，加盟国間における人，財貨，用役および資本の自
由移動を促進するための重要な方策として，EEC条約第54条第3項第9号に
もとついて，社員（出資者）および第三者の利益を保護するために，加盟国の
窺行会社法の保護規定を調整することを意図したものである。このような見地
から，第4号指令は，連結財務諸表に関する第7号指令とともに，一定の法形
態の会社に，比較可能にして，かつ十分な会計情報を提供させるために，加盟
国の間で異なる会計規定の調和化を推進するという役割を付与されているので
ある。
　いま，上述した第4号指令の目的を，その前文に述べられているところから，
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敷衛して示すと，次のようになるであろう。
　第4号指令は，（1）資本会社における社員および第三者を保護し，かつ（2）共同
体において，相互に競争関係にある会社が公衆に公表すべき財務情報の範囲に
関して，最低限同等な法的要件を設定するために，主に次の2点を達成するこ
とを目的としたものであるω。
　1．　財務諸表および年次報告書の様式と内容，ならびにこれらの書類の公開
　　に関する加盟国の国内法を調整すること。
　2，　財務諸表が会社の財産・財務および損益状況に関して，真実かつ公正な
　　概観を伝達しうることを保証すること。
　こうした第4号指令の目的設定に関して，特に次の3点に注意すべきである。
　第1に，第4号指令の予定する保護対象に関して，直接的には，「社員」
（members）すなわち出資者と「第三者」（the　third　parties）一これは，「会社と
関係を有する人」であり，債権者（仕入先を含む）および債務者（得意先）を含
む。なお，従業員が含まれるか否かについては解釈が分かれている②一に限
定されているが，さらに情報の受け手ないし利用者という形であるにしても，
広く「公衆」（the　public）にも考慮が払われている点が注目される〔3｝。
　第2に，財務諸表により開示される情報の内容に関して，イギリス会社法に
いう「真実かつ公正な概観」（true　and　fair　view）カミ伝達されるべきことが要求
されている点がわれわれの関心を引く。この要請は，後にみるように，本来，
「形式（法形式）よりも実質（経済的現実）を優先する原則」であるとして，法の
枠をこえて企業の経済的現実に適合した情報開示を推進するものであり，その
意味で，大陸型会計の規制的アプローチの採用を前提として，英米型会計との
調整をはかる役割を有するものであるということができる。
　最後に，本指令の意図する会計の「調和化」は，加盟国の会計実務における
差異の程度を制限することにより，その比較性を高めるための一過程を意味す
るのであって，「統一化」（uniformity）ないし「標準化」（staRdardisation）のよ
うに，厳格なかつ局限された一組の規則を強制することを意味するものではな
いω点に留意すべきである。ここにも，大陸型会計と英米型会計という、2つの
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異質的な会計システムの統合化に対する配慮を見出すことができる。
　　2．第4号指令の規制方法
’H．ハーベルマソによると，統一的な会計基準を設定するためには，①基準
はより高い理論的水準を有すること，および（2）基準は実行可能なものであるこ
との2つの前提が充足される必要があるが，とりわけ後者の実行可能性という
要件が重要であるといわれる。この点を考慮に入れて，会計基準を実務に適用
する方法には，次の4つがある（5）。
　（1）法律による
　②　証券取引所による
　③　政治的組織による
　④　関係者の自発的合意による
　ハーベルマソによると，これらのうち，（1）は会計基準を実務に移植する方策
としては最も確実なものであり，従来，ヨーロッパ大陸の諸国において広く採
用された方法である。（2）は，証券取引所またはその監督機関が投資家大衆を保
護するために，上場会社に会計基準の遵守を要求し，かつそれを監督する場合
に採用される方法であり，その典型はアメリカの証券取引委員会（SEC）にょ
る会計規制にみられる。この場合には，会計基準は，事実上，法律またはそれ
に準ずる規定としての性格を有することになる。（3）は，法的効力を有しないが，
会計基準を設定する組織または機関が直接加盟国を通して，または間接に企業
に一定の政治的ないし道義的な強制を課す場合にみられる方法であり，その主
要な事例として，OECDの多国籍企業の行動指針（Guideline　for　Multinational
Enterprises）と国連経済社会理事会の作業成果を挙げることができる。最後に，
（4）e＃，会計基準をすべての関係老の自発的な合意にもとついて適用する方法で
あり，IASC圃の国際会計基準はじめ，オランダの三者協議会（登録会計士，経済
界，労働者の代表者よりなる）の会計基準などにみられる⑥。
　第4号指令では，これらの方法のうちで，最も確実に会計の「調和化」を実
現するための方策である，①の法律による方法が採用されているのである。
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れゆえに，本指令がすべてのEC加盟国において実行され，実務に取り入れら
れて行くことは明白であるといわれる⑦。もっとも，さきに指摘したように，
指令は達成されるべき結果については加盟国を拘束するが，その履行の形式お
よび手段については国内機関の権限に委ねるのであるから，それ自体，直接に
加盟国の実務を拘束するものではないが，それを国内法に変換するための各国
レベルでの立法措置を通して，実務への移植が強制されることになるのであ
る（8）。
　さて，本指令は，上述のようなアブPt・一チにもとついて，　EC域内における
会計の調和化を実現するために，財務諸表に関する一般原則，財務諸表の表示
様式ないし表示方法，評価規則，附属明細書および年次報告書の記載事項など
について必要最低限であるが，しかし詳細な規定を設けている。ここに，大陸
型会計の重要な特徴である厳格な規制主義ないし成文法主義の立場を明白に見
出すことができる。論者の指摘をまつまでもなく，こうした規制方法が財務諸
表の厳密な比較性を確保するうえで効果があることは明らかである⑨。
　あるイギリスの論者は，なかでも，特に貸借対照表および損益計算書の標準
的な様式が厳格に法定されていること，および評価規則について詳細な規定が
設けられていることの2点を，イギリスの会計慣行とは異質であり，したがっ
て第4号指令に含まれる主要な特徴であると指摘している⑩。彼によると，こ
れらの特徴は，財務諸表の比較性を保証するという点では，確かに，指令の目
的に合致するが，しかし，いちど法定されると，不断に変化する事業の諸要請
に即応しうるように改訂することが困難になると批判されるao。
　以上のように，第4号指令は，基本的には，大陸型会計の伝統である厳格な成
文法主義に立脚しているが，その反面で，特に財務諸表の表示様式や表示方法
などの形式面と評価方法に代表される実質面の両面にわたって？選択権が広範
に許容されている点が注目される。この選択権には，加盟国立法選択権（Gese－
tzgebungswahlrecht）と会社選択権の2種類が在存するが，前者は，加盟国の間
には法的構造，事業慣習あるいは税法などに関してかなりの相違が存在してい
るという事実を斜酌して，また後者は，個々の会社の経営状況の特殊性を勘案
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じて，’それぞれ許容されたものであるam。
　，このような本指令における広範な選択権の許容は，これを両会計の融合とい
う視点からみると，指令が大陸型会計の基礎にある厳格な成文法主義の採用を
前提としたうえで，基本原則として導入したイギリス法上の「真実かつ公正な
概観」の要請を充足するために必要な措置としての役割をになうものであると
解される。その意味で，これは，大陸型会計の要請と英米型会計の要請との調
整を企てたものであるといえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こ　　　実際，rEEC会計士スタディ・グループ」（le　Gr・upe　d’Etudes　des　Experts
Comptables　de　la　CE）は，1971年の原始草案に対する意見書（1972年および1973
年）の中で，いくつかの主要な修正提案の1つとして，「真実かつ公正な概観」
の開示を可能ならしめるために，財務諸表の標準的様式における項目分類にあ
る程度の弾力性（且exibility）を取り入れるべき旨を勧告したが，これは，特に
イギリス会計の見地から満足の行くものであると論評されたのであるq3）。
　なお，この提案は受け入れられ，1974年り修正草案に結実するに至った。こ
の点について，修正草案の前文には，「財務諸表の様式を一層弾力化した結果，
会社は，貸借対照表，損益計算書または附属明細書のいずれかで，確実な情報
を開示することができる」と述べられている。
（注）　こiititz，　EC加盟国あ職業会計士団体の代表老より構成される非公式の会計士委
員会（informal　committee　of　accountants）であり，　EC委員会の要請を受けて，19
66年に設立されたものである。その主要な業務は，EC委員会およびEC議会との連
結ないし折衝である。なお，イギリスおよびアイノヒランドは，すでにく1973年にEC
に加盟する前の）1971年にオブザーバーとしてこれに参加していたa4。
　しかしながら，こうした趣旨からの選択権の許容は，他面において，指令が
会計の調和化を通して実現しようとする，利害関係者への会社の財務内容に関
する比較可能にして，かつ十分な情報の提供という目的と矛盾する可能性を多
分に含んでいることも，また認めなければならないであろう。したがって，こ
のような二律背反の矛盾を解消ないし調整するためには，それに適合したなん
らかの措置が指令に用意されなけれぽならないであろうasJ．　．
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（1）なお，次の文献参照。Heinrich　H．　Jonas；Die・EG－Bilanzrichtlinie：Grundlagen
　und　Anwendung　in　der　Prαxis，1980，　S．25．
（2）これについては，次の文献参照。Ebrerhard　Schwark；‘‘Probleme　der　Unter．
　nehmenspu1）lizittit　im　Licht　der　4．　und　7．，gesellschaftsrechtlichen　EG－Richtlinie　，
　ヱ）ie　Aktiengesellschaft，23．　J9．，　Nr．10，20．　Oktover　1978，　S．271．
③　ただし，シュヴァルクは，「第4号指令からは，ドイツ株式法で想定されているよ
　うに，大企業の国民経済的意義を考慮に入れた，公衆の利益からの企業公開の理由
　を尋き出すことはできない」と指摘している。Schwark；a．a．0．，　S．271．これに対
　して，論者の多くは，指令の想定する企業公開の客体の中に「公衆」が含まれるとし
　ている。Karl－Heinz　Forster；“Coordination　of　Accounting　Law　in　Europe”，　Die
　Aktiengesellschaft，24，　Jg．，．Nr．　一　・1，20．　Januar　1979，　p．2．　Rudoif　Niehus；“Har．
　monized　European　Economic　Community　Accounting－A　German　View　of　the
　Draft　Directive　for　Uniform　Accounting　Rules”，　The　International　J磁アπα♂of
　Accountin9，　Education　and’Research，　Spring　1972，　p．　92．　Ernst＆Whinney；
　The　Fourth　Directive：itsθガ厩50n　the　annual　accounts（’f　comPanies　in　the
　Eu「oPean　Economic（）ommunitor，1980，　p．　4．
　　なお，ビーナーは，「（第4号指令に定める）年度決算書の開示が測定されるべき
　尺度は，債権者保護および株主保護の見地からだけではなく，一般原則（それは特
　に「真実かつ参正な概観」の要請を指す一引用者注）に従っ牟正確な財醇　財務
　および損益状況の開示である。それゆえ，指令は，（債権者保護のための）最高評価
　規定および（株主に適当な利益を保証するための）最低評価規定の決定のために努力
　するだけではなく，広く，正確な貸借対照表能力，完全な表示および正確な損益の
　期間限定をも要求する。このことは，ドイツ法に関しては，株式法一それは，従
　来は債権者保護から株式保護のための措置のみを講じたものである　　をこえて，
　正確な表示が重視されなければならないことを意味する」と述べている。
　　Herbert　Biener；“Auswirkungen　der　Vierten　Richtlinie　der　EG　auf　den　Infor．
　mationsgehalt　der　Rechnungslegung　deutscher　Unternehmen”，Betrie．bswirtschaft・
　liche　Forschung　und．　Praxis，31．　Jg．，　Januar　1979，　S．3．
（4）C．W．　Nobes；oP．　cit．，　P．　5．　Christopher　Nobes＆Robert　Parker（ed．）；Com・
　Parative　International　Accounting，1981，　p．329，ただし，本書では，『このように
　「調和化」と「標準化」とを区別した後に，次のように述べられている。「しふし，
　会計の内部においては，これら2つの用語はいまやほとんど専門用語になり，その
　意味あいにおける通常の相違を当にすることはできない。調和化は，EC委員会の公
　布した超国家的立法に係る用語である。標準化は，特にIASCに係る用語である。
　実際の影響において，EECの“調和化”は，　IASCの“標準化”よりもはるかに強
　力であり，かつ詳細である」。Nobes＆Parker；op．　cit．，　p．　329．
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（5×6）Hans　Havermann；“IASC・Statements　und　EG・Richtlinien”，　Die　VVirtschafts．
　prdifung，　Jg．　31，　Nr．　13，　1．　Juli　1978，　SS．366－367．
（7）Havermann；a。a．0．，　S．370．
（8）Ernst＆Whinney；op．　cit．，　p．　4．
（9）　Forster；a．a．O，，　S．3．
⑩OO　Bartholomew；op．　cit．，　pp．426－427．
　　なお，この提案の内容については，次の文献参照。Groupe　d’Etudes　de　la　C．E．
　E．；“Bemerhungen　zum　VQrschlag　einer　4．　Richtlinie　zur　Harmonisierung　der
　Rechnungslegungsvorschriften　in　der　EWG”，　Die　iVirtschaftspnifung，　Jg．25，
　Nr．16，1972，　SS．434－435．
働　前掲拙稿「ECにおける会社会計の調和化……」，59頁～60頁。
⑬　Bartholomew；op．　cit．，　p．　427．
a心　Nobes＆Parker；op．　cit．，　p．　342．
⑮　前掲拙稿「ECにおける会社会計の調和化……」，61頁。
皿　財務諸表の一般規定
　　1．　一般規定の構成
　さて，本指令は，まず，財務諸表の一般規定（総則）として，次の6項を定
めている（第2条）。
　（1）財務諸表は，貸借対照表，損益計算書および附属明細書からなる。これ
　　らの書類は全一体を構成する。
　②　財務諸表は，明瞭に，かつ本指令の諸規定に従って作成すべきである。
　（3）財務諸表は，会社の財産，財務および損益状況について真実かつ公正な
　　概観を与えるものでなけれぽならない。
　（4）本指令の諸規定の適用だけでは上記の第3項にいう真実かつ公正な概観
　　を与えるために十分でない場合には，追加的情報が与えられなけれぽなら
　　ない。
　（5）・例外的な場合において，本指令の適用が第3項に定めた義務と両立しな
　　いときには，第3項にいう真実かつ公正な概観を与えるために，当該規定
　　から離反しなけれぽならない。かかる離反については，附属明細書で，そ
　　の旨，その理由および財産，財務および損益状況に対する影響を開示しな
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　　ければならない（以下略）。
　⑥　加盟国は，本指令に従って開示すべき情報および他の情報を財務諸表に
　　おいて開示することを許容または強制することができる。
　以上に紹介した財務諸表の一般規定の内容に関して，本指令の目的ないし性
格を吟味するうえで特に重要なポイントとみられるのは，次の3点である。
　1．附属明細書（notes　on　the　accounts，　Anhang）が財務諸表体系の中に取り
　　入れられ，貸借対照表および損益計算書と並んで，全一体としての財務諸
　　表を構成する不可分の要素として位置づけられている。
　2．　財務諸表作成の基本原則として，イギリス会社法上の「真実かつ公正な
　　概観」（true　and　fair　view）の要請が明定されている。
　3．会社ゐ財産状況および損益状況と並んで，財務状況（financial　position）
　　の開示が要求されている。
　以下，これらの事項のおのおのについて検討する。
　　2．　附属明細書の機能
　上述のような一般規定に関して，まず第1に，附属明細書が財務諸表の構成
要素の1つとして取り上げられ，貸借対照表および損益計算書と不可分の一体
をなすものととらえられている点が注目される。指令では，財務諸表は，なに
よりも，会社の状況についての「真実かつ公正な概観」を伝達することを要求
されているから，このことは，附属明細書が貸借対照表および損益計算書と一
体となって，こうした機能をはたすものと期待されていることを示すものと考
えられる。従来，少なくとも大陸諸国の多く（西ドイツ・フランスを含む）では，
附属明細書は財務諸表体系の中に含まれず，単に貸借対照表および損益計算書
に従属するものとして位置づけられていたが，それに比べると，指令における
このような取扱いは，附属明細書の情報開示手段としての地位とその意義を著
しく高めるものとして，われわれの関心を引くのである。ここに，本指令の基
底にある開示主義の具体的なあらわれの1つを見出すことができる。
　さで，H．H．ヨナスは，本指令における附属明細書の説明義務を整理して，
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これを次の4つのタイプに分類しているω。
　（1）個々の財務諸表項目の内容および評価を説明する原則的義務
　（2）財務諸表の内部において表示または評価に関する選択権が行使された場
　　合に，追加的な説明を与える特別義務
　（3）上記の②の説明の枠内で，個々の財務諸表項’目の内容および評価の表示
　　をこえて，個別的に規定された特別の開示義務
　④　さらに，それをこえて，会計の特別規定が原則的に要求される「真実か
　　つ公正な概観」を伝達するために十分でないとき，また場合により，当該
　　会計規定から離反すべきときに，詳細な説明を与える義務
　これらの附属明細書の説明義務に関して，まず最初に注意すべきことは，そ
れには，（1）に示されたような，財務諸表を詳細に説明するという本来の機能の
ほかに，②および（3）に掲げられたように，指令で許容される諸種の形式的およ
び実質的選択権一会社選択権および加盟国選択権を含む一の行使から生ず
る一般的・原則的規定からの離反の事実等を開示するという特別の機能が付与
されている点である。附属明細書は，この特別の機能を通して，選択権が行使
された場合においても，財務諸表の比較性を保証するという役割をはたすこと
ができるのである（2｝。
　さらに，（4）に示した説明義務に留意すべきである。後にみるように，財務諸
表に関する基本的要請である「真実かつ公正な概観」の原則が目指す企業の経
済的現実に適合した開示は，指令に定める原則的規定からの離反を要求するよ
うな場合があるが，それは，指令の目的とする会計の調和化の方向とは相容れ
ない。この場合に，附属明細書は，上述の（4）に示された特別開示機能を通して，
原則的規定からの離反の事実等を開示することによって，そのような企業の経
済的現実に適合した開示の要求と会計報告の調和化という指令に内包される二
律背反の要請を調整するという役割をも遂行する可能性を有するのである（3｝。
　以上のように，本指令における附属明細書は，一一方では，指令の目的とする
会計の調和化と各種選択権の許容との矛盾を調整し，また他方では，この目的
と基本原則たる「真実かつ公正な概観」の開示要請との間に生ずるおそれのあ
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る矛盾を調整するという2つのタイプの特別開示機能を付与されているのであ
る。その意味で，附属明細書は，指令の目的を円滑に実現するうえで，きわめ
て重要な役割を与えられているということができる。
　3．　「真実かつ公正な概観」の要請
　第2に，指令では，財務諸表の作成に関する基本原則，．つまりいわゆる「包
括規定」ないし「一般条項」として，イギリス会社洗上の「真実かつ公正な概
観」の要請が採用されている点がわれわれの目を引く。この基本原則は，1973
年に拡大ECが発足したのに伴い，新しくECに加盟した諸国（イギリス，アィ
ルラソド，デンマーク），特にイギリスの要請に応えて，1973年の修正草案で，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）1971年原始草案にみられたドイツ法上の基本原則に代えて，、導入されたもので
あり｛4），本指令を貫く最大の特徴をなしている。
　（注）　1971年原始草案では，次のような基本原則が設けられていた。
　第2条第2項　財務諸表は，正規かつ妥当な会計諸原則に従うべきである。
　　同　第3項　財務諸表は，明瞭に作成され，かつ財産の評価ならびに財務諸表の
形式に関する諸規定の枠内で，会社の財産，財務および損益状況を可及的に正確に反
映しなければならない。
　これらのうち，第2項にいう「正規かつ妥当な会計諸原則」（principles　of　regular
and　proper　accounting）なる文言は，ドイツ商法および株式法上の「正規の簿記の諸
原則」（Grundstitze　ordnungsmaBiger　Buchfuhrung）の訳語である。
　また，第3項の条文は，1965年ドイツ株式法第149条第1項第2文に定める下記の条
文をモデルにして起草されたものである。「年度決算書は，明瞭にかつ一目瞭然に作成
されなければならず，かつ評価規定の枠内で，会社の財産および収益状況に関してで
きる限り確実な概観を与えるものでなければならない」。
W．ブッセ・フォン・コルベは，この基本原則の意義を，1971年原始草案に
おけるドイツ型の基本原則と比較して，次のように説明している。すなわち，
ドイツ型の基本原則によると，ある会社が指令の諸規定を遵守したときには，
監査人は，監査証明を拒絶しまたは限定することはできない。たとえ重要であ
るが，しかし報告義務のない事象の開示により会社の映像が修正して伝達され
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るぺき場合でも，「そうである。イギリス型の「真実かつ公正な概観」の原則は，
これと対立する。この原則によると，なによりも，企業の状況についての忠実
な映像が与えられなけれぽならない。したがって，法律によって特別に影響さ
れていない事項でも報告され，かつ説明されるべきである⑤。
　このように，ブッセ・フォソ・コルベによると，ドイツ型の基本原則が企業
の状況についての法律に合致した開示一一適法な開示を要求するのに対して，
「真実かつ公正な概観」の要請は，企業の状況についての忠実な開示一事実
適合的な開示を要求する。したがって，後者は，場合により，法の枠をこえた
開示をさえもとめるのである。彼は，この点に注目して，このイギリス型の基
本原則の導入は，「ドイツにとっては，根本的な思考の転換を意味する」と指
摘している（6）。
　ただし，このような意義をもつ「真実かつ公正な概観」の原則も，それが成
文法主義にもとつく法制度の枠組のもとでは，一定の制約を課せられることを
認めなけれぽならない。すなわち，この基本原則は，Rピロリの指摘するよ
うに，もともと，アングロ・サクソン流の慣習法的な制度の枠組のもとで形成
されたものであり，本来，財務諸表はそれが表示する企業の経済的現実につい
て最良の映像を誠実かつ率直に伝達することを要求するものと解されるが（7），
それが厳格な成文法主義の流れを汲む，本指令に導入されると，さきに掲げた
条文にみられるように，次のように限定的な形をとって現われるのである。す
なわち，（1脂令の諸規定の適用だけでは「真実かつ公正な概観」を与えるのに
十分でない場合には，追加的情報の開示が要求される（第2条第4項），（2）例外
的な場合に，指令の諸規定の適用が「真実かつ公正な概観」の開示要請と両立
しないときには，それから離反することが要求される。この場合には，附属明
細書に，その旨，理由および財務諸表に及ぼす影響が開示されることを要する
（同第5項）。したがって，指令では，これら2つの場合について，それに定め
る明文規定の枠をこえて，企業の経済的現実に適合した開示を行うことが要求
されるのである。
　このようにして，「真実かつ公正な概観」の原則は，本来は，コモン・P一
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にもとつく法制度の枠組のうえに成立し，従来，大陸型会計法制の中核に据え
られてきた法令への適合法，つまり「適法性」概念とは異質の，かつそれより
も広範な意味内容を有するものであり，成文法主義に立脚する指令の枠組のも
とでは，確かに，その適用範囲が限定されることは否定できないが，それでも
なお，法規の枠をこえて，ディスクロージャーを推進する意義をもつことが認
められるのである。そのために，この原則はしぼしば「形式よりも実質を優先
する原則」（principle　of“substance　over　form”）と呼ばれるのである（8）。
　前出のブッセ・フォン・コルベによると，こうした基本原則の導入は，ドイ
ツなどの大陸諸国では，少なくとも，当面は，法的不安定性を伴うおそれがあ
るといわれる。なぜならば，この原則の円滑な適用のためには，特に会社の状
況についての忠実な概観を保証するためには，いかなる事情のもとで，いかな
る追加的な情報が提供されなければならないかに関しての判断基準が入念に確
立されなければならないからである（9）。この問題については，本指令の各加盟
国への変換とその実務への適用の状況を詳細に分析することが必要になるので
あろう。
　以上のような問題を含みながらも，本指令は，大陸型会計法制の基底に流れ
る厳格な成文法主義の立場に立ちながらも，アングロ・サクソン型法制の慣習
法主義の流れを汲む「真実かつ公正な概観」の原則を会計報告に関する最優先
の要請（overriding　requirement）として取り入れることによって，大陸型会計
と英米型会計という対照的な2つの会計体系の融合を企てていると評すること
ができるのである⑩。
　実際，本指令のある注釈書は，この点について，次のように指摘している。
「最終版（1978年の第4号確定指令を指す一引用者注）は，なお，ドイツおよびフ
ランスーこれらの国では，国家勘定体系表（コンテンラーメンおよびプラン・コ
ンタブル）で知られるような規制的成文法主義に広範に立脚しているけれども，
財務諸表の基本目的は真実かつ公正な概観を与えることであるとするアング
ロ・サクソン的な見解を十分に勘酌している」aD。
　なお，「真実かつ公正な概観」の原則は，指令の目的とする会計の調和化と
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矛盾する側面をも有するが，これを調整する手段として特に附属明細書の特別
開示機能の活用がはかられている点は，すべて述べたところである。
　　4．　r財務状況」の開示
　最後に，指令では，財務諸表は会社の財産および損益状況を開示するだけで
なく，これをこえて，「財務状況」を開示することが要求されている点に留意
すべきである。この「財務状況」の開示要請は，財務諸表体系の中に資金計算
書ないし財政状態変動表（statement　of　changes　in　the　financial　position）を取り
入れることを前提としたものであるが，実際には，これは採用されるには至ら
なかった。その理由として，本指令は大会社・小会社を含む資本会社に一様に
適用されることを意図したものであるという点が挙げられた⑫。ブッセ・フォ
ン・コルベは，この点は，指令に含まれる「一つの遺憾な欠陥」であると指摘
しているQ3）。
　ただし，「理事会議事録説明」（Erklarung　fttr　das　Protokoll　uber　die　Ratstagung
am　25．7．1978）第3号には，加盟国に，財務諸表の補足として資金計算書の作
成を規定することが授権されている⑭。また，第6号理事会指令および1975年
ヨーロッパ会社法修正草案（第148条第1項）では，資金計算書の作成がi義務づ
けられている。
　上述のように，指令では，資金計算書は導入されなかったが，貸借対照表や
附属明細書の機能を利用して，「財務状況」を開示しうるような工夫が施され
ている。これをまとめて示すと，次のとおりである。
　（1）債権および債務が残余期限により明白に区分表示されていること
　（2）当期損益を含めて，自己資本項目の完全な表示が許容されていること
　（3）自己資本の区分表示によって，企業に蓄積された資本部分と企業に払込
　　まれた資本部分との識別が可能になること
　（4）法的責任関係だけでなく，財務的義務（ただし，貸借対照表記載外のもの）
　　の包括的表示が要求されていること㈲
　㈲　特に報告式貸借対照表（第10条）において，正味流動資産対負債，総資
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　　産差引流動負債額など支払能力を示すデータの開示が要求されていること
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